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７ がん検診の受診率向上の推

進（新たなステージに入った

がん検診の総合支援事業） 

がん検診の受診率向上を推進し、がんの早期発見につな

げるため、以下の経費について補助 

①子宮頸がん、乳がん、胃がん、肺がん及び大腸がん

検診について、がん種ごとの対象年齢の者に、個別

の受診勧奨・再勧奨を実施するとともに、かかりつ

け医を通じた受診勧奨・再勧奨を実施

②子宮頸がん検診及び乳がん検診の初年度対象者（子

宮頸がん：20歳、乳がん：40歳）に対してクーポン

券及び検診手帳の送付等を実施

③がん検診による十分な効果を得るため、要精密検査

と判断されたが精密検査を受診していない者に対し

て、精密検査の受診再勧奨を実施

全国 厚生労働省健康局がん・

疾病対策課 
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７ 被災地におけるスクールバ

ス・ボートの購入経費の補助 

被災地で通学が困難になっている児童生徒の通学条件の

緩和のため、自治体のスクールバス・ボートの購入経費

を補助 

特定被災区域（岩手県、宮城県、

福島県の全域及び青森県、茨城

県、栃木県、埼玉県、千葉県、

新潟県、長野県内の一部市町

村） 

文部科学省初等中等教育

局財務課 

８ 国立・私立大学等の授業料減

免等 

被災した学生を対象とする授業料減免事業を実施する大

学等を支援 

東日本大震災の被災地域を含

めた全国の地域 

文部科学省高等教育局国

立大学法人支援課、専門

教育課、私学部私学助成

課 

９ （独）日本学生支援機構 大

学等奨学金事業 

被災した世帯の学生等が経済的理由により修学等を断念

する事のないよう奨学金を貸与 

東日本大震災の被災地域を含

めた全国の地域 

文部科学省高等教育局学

生支援課 

10 高等教育の修学支援新制度 住民税非課税世帯及びこれに準ずる世帯の学生等に対し

て授業料等減免及び給付型奨学金による支援を実施 

東日本大震災の被災地域を含

めた全国の地域 

文部科学省高等教育局学

生支援課 

11 生活困窮者自立支援法に基

づく子どもの学習・生活支援

事業 

生活保護受給世帯を含む生活困窮世帯の子どもを対象と

して、学習支援や居場所の提供、生活習慣・育成環境の

改善に関する助言等を実施 

全国 厚生労働省社会・援護局

地域福祉課生活困窮者自

立支援室 
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５ （独）国民生活センターによ

る放射性物質検査機器の貸

与 

消費者の安全・安心のより一層の確保に向け、消費者庁

と国民生活センターが共同で、地方公共団体における住

民が消費する食品等の放射性物質検査体制整備を支援

するため、放射性物質検査機器の貸与及び地方公共団体

へのサポート体制を構築 

対象地域は特に限定していな

い 

消費者庁地方協力課 

６ 被災県への地方消費者行政

推進交付金による支援 

被災県の「地方消費者行政推進交付金」については、震

災・原発事故を受けた緊急対応（食品等の放射性物質検

査、食の安全性等に関する消費生活相談対応等）に活用

するため、復興特別会計により平成 24 年度予算から毎

年度予算措置を行っており、引き続き被災地の復興を支

援できるよう令和５年度予算において 2.44 億円を措置 

福島県 消費者庁地方協力課 

７ 食品中の放射性物質に係る

流通段階の買上調査（食品中

の放射性物質に係るモニタ

リング検査計画策定推進経

費） 

流通段階での食品の買上調査を行い、都道府県等による

食品中の放射性物質検査の効果を検証し、必要に応じ、

自治体に対して検査計画に関し助言 

17都県（青森県、岩手県、秋田

県、宮城県、山形県、福島県、

茨城県、栃木県、群馬県、千葉

県、埼玉県、東京都、神奈川県、

新潟県、山梨県、長野県、静岡

県） 

厚生労働省医薬・生活衛

生局食品監視安全課 

８ 食品の放射性物質汚染状況

調査及び食品摂取量調査（食

品放射性物質安全性検証費） 

食品中の放射性物質の安全対策を推進するため、食品中

の放射性物質の摂取量等の調査 

全国 15地域 

北海道、岩手県、宮城県、福島

県(浜通り、中通り、会津)、茨

城県、栃木県、埼玉県、東京都、

神奈川県、新潟県、大阪府、高

知県、長崎県 

厚生労働省医薬・生活衛

生局食品基準審査課 

９ 放射性物質影響調査推進事

業 

過去の放射性物質の検出状況等を踏まえ、大臣許可漁業

等で漁獲される回遊性魚種等を中心に放射性物質調査

を実施 

福島第一原発事故に起因して

放射性物質の影響を受けてい

る水産物の水揚げ地域 

水産庁研究指導課 
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10 水産業復興販売加速化支援

事業 

被災地の水産加工業の販路回復等のため、被災地の水産

加工業者等が行う販路の回復・新規開拓等の取組に必要

な加工機器の整備、放射能測定器の導入等を支援（水産

業復興販売加速化支援事業のうち「水産加工業等販路回

復取組支援事業」） 

青森県、岩手県、宮城県、福島

県、茨城県、栃木県、群馬県及

び千葉県 

水産庁漁政部加工流通課 

11 ふくしまの農林水産物等緊

急モニタリング事業（福島県

農林水産業復興創生事業） 

「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考

え方」（平成 23年４月４日原子力災害対策本部策定）に

基づき、福島県が実施する福島県産農林水産物等の放射

性物質検査等の取組を支援 

福島県 農林水産省農産局総務課

生産推進室 

12 ふくしまの恵み安全・安心推

進事業（福島県農林水産業復

興創生事業） 

福島県産農林水産物等に対する消費者等の安心感や信

頼の回復を目的として実施される、産地段階における放

射性物質の自主検査及び県段階における検査結果の公

表等の取組を支援 

福島県 農林水産省農産局総務課

生産推進室 













16 

４ 特用林産施設体制整備復興

事業 

きのこ等の特用林産物については、福島第一原子力発電

所事故の放射性物質による影響等により、生産や経営が

困難な状況が続いている。 

このため、原子力発電所事故の影響を受けている関係 16

県における次期生産に必要な生産資材の導入や放射性物

質の被害防止対策等に係る費用に対して、国が定率補助

による支援を実施。これにより、特用林産物生産の生産

基盤の強化や就業機会の確保を行い、被災された地域の

復興を図る。 

＜支援の内容＞ 

① 次期生産に必要な生産資材の導入を支援【補助率：

１／２、１／３、１／４】 

② 放射性物質の測定機器の導入及び出荷管理・検査

の体制整備等を支援【補助率：１／２】 

① 岩手県、宮城県、秋田県、山

形県、福島県、茨城県、栃木

県、群馬県、埼玉県、千葉県、

長野県、静岡県（国・県によ

る出荷制限等が指示されて

いる地域が県面積の概ね５

割未満の地域等において

は、出荷制限等が指示され

ている市町村等に限る。）

② 青森県、岩手県、宮城県、秋

田県、山形県、福島県、茨城

県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、神奈川県、新潟県、

山梨県、長野県、静岡県（出

荷制限等が指示されている

市町村等に限る。）

林野庁林政部経営課特用

林産対策室 

５ 原子力災害対応雇用支援事

業 

原子力災害の影響を受けた福島県被災求職者に対し、企

業・ＮＰＯ等への委託により一時的な雇用・就業機会を

創出した上で、人材育成を実施し生活の安定を図る。

福島県 

（原子力災害被災 12 市町村及

びその出張所等所在自治体に

限る） 

厚生労働省職業安定局地

域雇用対策課 
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３ 復興における男女共同参画

の視点からの取組事例の収

集・公表及び被災地における

男女共同参画の視点の浸透

活動 

復興に当たって、女性が活躍している事例や被災地の女

性を支援している事例などを収集し、公表するとともに、

この事例集も活用しながら、被災地において、男女共同

参画の視点に立った具体的な取組を働きかけている。 

岩手県、宮城県、福島県を中心

とした被災地 

復興庁男女共同参画班 

４ 被災者支援総合事業（被災者

支援総合交付金）〔再掲〕 

復興の進展に伴い、被災地で新たに直面しつつある被災

者支援の重要課題に対応できるように、①自宅再建や生

活再建の見通しが立たない方々への相談支援体制を強化

する取組への支援、②仮設住宅等で暮らす高齢者などの

日常生活をサポートする活動への支援、③被災者の移転

に伴うコミュニティ形成や既存のコミュニティとの融合

などの課題に対応するための活動の支援、④閉じこもり

がちな高齢者の交流機会を創る活動や被災地の将来を担

う子供や若者のケアなどを支援する「心の復興」、⑤福島

県の県外避難者に対する相談支援や帰還・生活再建に係

る支援情報の提供を支援する取組などを支援 

岩手県、宮城県、福島県及びそ

の管内市町村等 

復興庁被災者支援班 

５ 県外自主避難者支援体制強

化事業 

全国自治体が実施する定住・移住支援等の情報や、全国

で避難者支援を行っている他のＮＰＯ等支援団体の活

動・連携事例を収集・分析し、ＮＰＯ等支援団体及び避

難者に対して、一般公開サイト等により提供。また、年

１回事務局として、福島県が実施する県外避難者支援相

談・交流・説明会事業の委託先であるふくしま連携復興

センター及びその再委託先で避難者の相談・支援を行う

全国 26 か所の生活再建支援拠点を集めた連絡会議を開

催（福島県と連携し共催で計年３回開催） 

県外避難者が居住している全

国の地域 

復興庁ボランティア・公

益的民間連携班 

６ 被災者見守り・相談支援事業

（被災者支援総合交付金） 

相談員による見守り・相談支援、寄り添い型相談支援（電

話相談）など、被災者の日常的な見守り・相談活動への

支援を実施 

岩手県、宮城県、福島県及びそ

の管内市町村等 

復興庁被災者支援班 

厚生労働省社会・援護局

地域福祉課 
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７ ＮＰＯ等の「絆力（きずなり

ょく）」を活かした復興・被

災者支援事業 

復興・被災者支援を図っていくため、ＮＰＯ等が被災者

と被災者、被災者と行政、被災者と支援者等を結びつけ

る「絆力（きずなりょく）」を活かして復興・被災者支援

を行う取組や、復興・被災者支援を行うＮＰＯ等の絆力

を強化するための取組に対して支援を実施 

岩手県、宮城県、福島県 

（被災３県からの避難者が居

住する地域等を含む） 

内閣府政策統括官（経済

社会システム担当）付参

事官（社会基盤担当）付 

８ 移住・交流情報ガーデン 地方への移住関連情報の提供や相談支援の一元的な窓口

として「移住・交流情報ガーデン」を東京駅八重洲口至

近に開設 

－ 総務省地域力創造グループ

地域自立応援課 

９ 復興支援員 被災地方公共団体が「復興支援員」を配置し、被災者の

見守りやケア、地域おこし活動などの支援等の復興に伴

う地域協力活動を通じ、コミュニティの再構築を図る取

組に対して支援 

東日本財特法に定める「特定被

災地方公共団体」又は「特定被

災区域」を区域とする地方公共

団体 

総務省地域力創造グルー

プ地域自立応援課 

10 復興街づくりＩＣＴ基盤整

備事業（被災地域情報化推進

事業） 

復興に向けて、新たな街づくりを行う地域において、超

高速ブロードバンド、放送の受信環境及び公共施設等向

け通信基盤・システムの整備等の住民生活・地域経済に

必要不可欠なＩＣＴ基盤の整備を支援 

・共聴施設等整備事業

・地上ラジオ放送受信環境整備事業

・ブロードバンド基盤整備事業

・公共施設等情報通信環境整備事業

復興交付金の基幹事業である

防災集団移転促進事業、漁業集

落防災機能強化事業、土地区画

整備事業及び福島再生加速化

交付金事業等と一体的に街づ

くりを行う地方公共団体等 

総務省情報流通行政局情

報通信政策課 

11 仮設住宅サポート拠点運営

事業（被災者支援総合交付

金） 

東日本大震災の被災者の生活支援や被災地の復興支援

のため、仮設住宅に併設される「サポート拠点」（総合

相談、生活支援等）の運営費用等について財政支援を

実施 

大熊町及び双葉町 復興庁被災者支援班 

厚生労働省老健局認知症

施策・地域介護推進課 

12 生活困窮者自立相談支援事

業等 

複合的な課題を抱える生活困窮者に対し、生活困窮者自

立支援法に基づく相談支援、就労支援、家計改善支援等

による包括的な支援を実施 

全国 厚生労働省社会・援護局

地域福祉課生活困窮者自

立支援室 
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６ インターネットを活用した

基準値の周知徹底等 

インターネットを活用した基準値の周知徹底や、公共施

設等における消費者への広報を通じ、食品中の放射性物

質に関する情報の提供を推進 

全国 消費者庁消費者教育推進

課 

消費者庁消費者安全課 

関係省庁 

７ 法務省の人権擁護機関によ

る人権擁護活動（震災に伴う

人権擁護活動の充実強化） 

法務局等において被ばくについての風評に基づく差別的

取扱い等の人権問題に対する相談や東日本大震災に起因

する偏見や差別をなくすことを目的とした人権教室を実

施 

全国 法務省人権擁護局人権啓

発課 

８ 放射線による健康不安の軽

減等に資する人材育成活動・

住民への理解増進活動等〔再

掲〕 

福島県及び県内の市町村並びに福島近隣県等の市町村の

保健医療福祉関係者、教育関係者及び自治体職員等を対

象として、今後の放射線の健康影響等に関する相談に対

応するため、より専門的な内容について実践的な研修を

実施 

福島県、岩手県、宮城県、群馬

県、栃木県、茨城県、千葉県等 

環境省大臣官房環境保健

部放射線健康管理担当参

事官室 




